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一．一 般 会 計 
 

１．決算の概要 

 

平成２７年度小郡市一般会計決算に係る主要施策を報告するにあたり、その概要を報告いたします。 

平成２７年度の本市の決算状況でございますが、歳入においては個人市民税が４．４％増となりまし

たが、法人市民税が２４．６％減となるなど市税全体としては０．８％の減となりました。また、現年課

税分の徴収率については９９．０％と前年度から０．２ポイント上昇しました。 

その他主な収入としましては普通交付税が１．０％減、特別交付税が０．２％の増となり、地方交付税

全体としては０．８％の減となりました。国庫支出金につきましては、社会資本整備総合交付金や社会保

障・税番号制度システム整備費補助金の増等により２４．１％の増、県支出金については活力ある高収益

型園芸産地育成事業費補助金の増等により３４．０％の増となっております。市債につきましては、社会

資本整備総合交付金を活用した道路整備事業などを中心に借入れを行い、全体としては９．０％の増と

なりました。歳入全体としては、前年度比６．５％の増となっております。 

 一方、歳出におきましては、第５次小郡市総合振興計画後期基本計画や地方版総合戦略「恋来い！おご

おり創生戦略」の策定を行いました。これらの計画を基に、今後のまちづくりを進め、人口増対策や地域

の活性化など、地方創生の推進に向けた施策の実現を図ります。また、順次行ってきました耐震補強工事

を庁舎本館において実施し、耐震補強が必要と診断された施設の耐震補強は完了することができました。

学校教育施設については、大原小学校大規模改造事業を実施したほか、児童数の増加に対応するため三

国小学校の校舎増築を行うなど、良好な教育環境の確保を図りました。災害対策としましては、市内全域

における防災行政無線の整備が完了し、市民への迅速な情報伝達手段の確保を図りました。その他都市

基盤整備事業として、下町・西福童１６号線等の道路新設改良事業を継続して実施しました。歳出全体と

しては、前年度比６．５％の増となっております。 

 基金につきましては財政調整基金を 100,000 千円取崩しましたが、庁舎建設基金に 100,000 千円を積

み立てるなど、その他の基金と合わせて 4,359,870 千円の積立金現在高となりました。 

 予算の執行率は、予算現額 21,693,362 千円に対し、歳入決算額 20,638,703 千円で９５．１％の収入

率となっています。歳出決算額は 19,597,996 千円で予算現額に対しての執行率は９０．３％となってい

ます。なお平成２８年度への繰越明許費として、国の補正予算事業を中心に１６事業合計 1,221,227 千

円を繰越しております。 

以上が、平成２７年度の一般会計決算の概要です。 

次に財政の弾力性を示す経常収支比率は、繰出金や補助費等が増えたものの地方消費税交付金などの

経常一般財源が増えたため、前年度比２．０ポイント減の９５．１％となりました。また財政健全化判断

比率については、いずれの比率とも早期健全化基準内となっております。実質赤字比率及び連結実質赤

字比率は、黒字のため算定されていません。実質公債費比率については、昨年度より０．３ポイント改善

され１２．３％となり、将来負担比率については、４．６ポイント改善され６９．２％となったところで

す。 

 今後においても、少子高齢化の進展による扶助費の増加や公共施設の新設・改修が見込まれるなど、厳

しい財政状況が続くものと思われます。限られた財源の中で住民福祉の向上を図るため、今後とも市議

会をはじめ市民の皆様、関係機関や団体のご理解とご協力を仰ぎながら、効率的な財政運営に努めてま

いります。 
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　平成27年度の予算規模は、当初19,888,000千円であったが、6回の補正予算により最終予算は 
20,919,261千円とした。
　また、予算額に繰越明許費774,101千円を加えた予算現額21,693,362千円に対し、決算額は、

次のとおりになった。

　平成23年度より5か年間における決算規模の推移は、平成23年度を100とした場合に、平成
27年度の決算指数は、歳入で115.3、歳出で114.7となっている。

（単位：千円）　

※　指数は、平成23年度を100とする。

(単位：千円）

　　　　※　各特別会計の決算の概要は、別途説明する。

　②一般会計のあらまし

　③決算規模の推移

２．決 算 の 状 況

　①一般会計及び特別会計の決算の状況
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（単位：千円）

④歳入歳出決算の目的別及び性質別分類
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平成２７年度　一般会計歳入歳出決算の構成比

市税

31.2%

地方譲与税

1.0%

利子割交付金

0.0%

配当割交付金

0.2%

株式等譲渡

所得割交付金

0.2％

地方消費税交付金

4.9%

ゴルフ場利用税交付金

0.1%

自動車取得税交付金

0.2%国有提供施設等

所在市町村助成交付金

0.0%

地方特例交付金

0.2%

地方交付税

18.0%

交通安全対策

特別交付金

0.0%

分担金及び負担金

1.5%

使用料及び手数料

1.8%

国庫支出金

16.0%

県支出金

8.3%

財産収入

0.2%

寄附金

0.1%

繰入金

0.9%

繰越金

4.7%

諸収入

1.4%

市債

9.1%

歳入総額

20,638,703千円
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 　平成２７年度発行の市債内容については、「３．歳入の状況」中の『２２款　市債』のとおりである。

地方債現在高の状況　

⑥基金の状況

　平成２７年度中の市債の発行額は３２件、1,873,778千円、当該年度中の元金償還額は、1,880,641千円
となっている。

　平成２７年度においては、庁舎建設基金に100,000千円及び土地開発基金に35,000千円など合計で

145,816千円を積み立てた。一方、土地開発公社から先行取得用地買い戻しの財源として、土地開発基金

から47,924千円、また財源不足の補てんとして財政調整基金から100,000千円を緊急的に取り崩すなど、

合計で185,977千円を取り崩した。

（単位：千円）

⑤市債の状況
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※財政健全化判断比率は、地方財政状況調査に基づく会計区分である普通会計で算出する。

※実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は「－」を記載する。

実質赤字比率 ・・・ 実質赤字額（一般会計等）の標準財政規模に対する比率です。

連結実質赤字比率 ・・・ 連結実質赤字額（一般会計等及び特別会計）の標準財政規模に対する比率
です。

実質公債費比率 ・・・ 標準財政規模に対する公債費や公債費に準ずる経費等（一部事務組合の公
債費に対する負担金や公営企業の公債費に対する繰出金等）の占める割合
の過去３年間の平均です。

将来負担比率 ・・・ 公社なども加えた小郡市が将来的に負担する可能性がある実質的な負債の
総額の標準財政規模に対する比率です。

早期健全化基準 ・・・ この数値を超えると、財政健全化計画の策定が必要となります。

財政再生基準 ・・・ この数値を超えると、財政再生団体となり、財政再生計画の策定が必要と
なります。また、地方債の発行制限を受けることになります。

財政健全化判断比率の状況（平成27年度）

小郡市 － － 12.3% 69.2%

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

　平成27年度決算においては、実質黒字額801,596千円、連結実質黒字額260,434千円と

なり、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は算定されておりません。

　実質公債費比率は、標準税収入額等の増加により、単年度では0.1ポイント減の12.4%

となっており、3か年平均で見ると0.3ポイント減の12.3%となっております。

　将来負担比率は、69.2％と昨年度より4.6ポイント下がっており、これは、公債費償還

に係る一部事務組合負担見込額の減少と退職手当組合負担見込額の減少が主な要因と

なっております。

　いずれの財政健全化判断比率におきましても、早期健全化基準内の比率となっており

ます。

早期健全化基準

財政再生基準

13.11% 18.11% 25.0% 350.0%

20.00% 30.00% 35.0%
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